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地方交付税の地域間再分配効果*1

林　　宏昭 * 2

  地域間の経済力格差は，全国的な規模で同等もしくは近似した水準の行政サービスを提

供するうえでの障害となる。各地方団体の固有の財源である地方税は，経済力の格差を反

映するものである以上，1人当り税収のレベルの高い地方団体が達成しうる行政水準を標

準として地方行政を遂行しようとするならば必然的に税収の低い団体には財源保障の必要

性が生じる。地方交付税は，このような財政力の格差を是正するための有効な手段として

機能してきた。

  しかしながら，最近の地方分権推進の機運の高まりの中で，その問題点も指摘されるよ

うになっている。本稿の目的はこのような地方交付税税制度をできるかぎり客観的に評価

し分析することであり，そのために，交付税制度を通じた地域間の再分配効果についての

実証分析と，交付税制度を一種の負の所得税体系とみなし一般均衡分析の枠組みを用いた

厚生分析を行った。

  地方分権の観点からは，地域の受益と負担の一致は一つの条件となるが，地方交付税は

両者の乖離を拡大するものとなっている。

  本研究の分析では，交付税制度を通じた受益と負担の関係が，地域の経済力との関連で

明らかになった。1970年代には経済力の高い地域から弱い地域への交付税による財源移転

の効果がきわめて大きかったのに対して，80年代に入ってからはしだいに低下してきてい

る。その要因としては，70年代以降しだいに地域間の経済力格差が縮小し，交付税財源と

しての国税を各地域で負担するようになってきたこと，そして1980年代後半には，いわゆ

る“平成景気”のなかで全国的な経済活動の活発化によって地方税収が増加したことに

よって相対的に見た地方交付税の交付額が減少してきたことをあげることができる。都市

部の住民や行政主体は，自らの地域の負担のうち多くがその地域で利用されないことに対

して不満をもつが，今回の分析によってその実態が数量的に明らかになり，またその状況

は経済環境等によって変化するものであることが示された。

  また，1989年度に実施された消費税の導入を含む税制改革にともない，消費税とたばこ

消費税といった消費課税が交付税財源に組み入れられたことによって，地域の歳出をその

エリアの負担で賄うという意味での受益と負担の乖離は縮小されたという結果が得られた。

　地方交付税に関する厚生分析では，地方交付税を負の所得税体系と置き換えて，交付税
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制度による地域別および全国を合計した効用水準の変化を計測した。その結果，首都圏を

はじめとする大都市圏の地域で交付税制度の存在が効用水準の低下に結びついているが，

大半の地域では効用水準の上昇に結びついていることが明らかになった。また，全体とし

ての社会的厚生の改善率は0.1％未満にとどまっているという結果になった。

Ⅰ．はじめに

  近年，地方分権への期待が高まっている。し

かしながら，地方分権や地方の自治という場

合，財政的な自立性の確保は重要なポイントで

あるにもかかわらず，地方分権に関する議論は

ややもすれば行政の事務配分の問題を中心とし

たものになりがちである1)。財政的な側面から

の地方分権へのアプローチを難しくしている最

大の要因は，地域間での経済力の格差の存在で

ある。地域間の格差は1970年代前半までの高度

成長期を通じて拡大してきたが，1980年代前半

までにはこの格差は次第に縮小してきた。とこ

ろが，1980年代後半からのいわゆる“バブル”

の発生にいたる好景気の持続は，東京一極集中

のいっそうの進展とともに経済力の地域間格差

の拡大をもたらした。

  このようにその程度には変動を生じつつ，常

に存在する地域間の経済力格差は，全国的な規

模で同等もしくは近似した水準の行政サービス

を提供するうえでの障害となる。各地方団体の

固有の財源である地方税は，経済力の格差を反

映する。したがって，経済力の高い，すなわち

税収（１人当り）のレベルの高い地方団体が達

成しうる行政水準を標準として地方行政を遂行

しようとするならば必然的に税収の低い団体に

は財源保障の必要性が生じる。地方交付税は，

このような財政力の格差を是正するための有効

な手段として機能してきた。

  しかしながら，最近の地方分権推進の機運の

高まりの中で，その問題点も指摘されるように

なっている。本稿の目的はこのような地方交付

税制度をできるかぎり客観的に分析し評価する

ことであり，そのために二つの分析を行う。一

つは，交付税制度を通じた地域間の再分配効果

についての実証分析である。これによって交付

税制度による地域ごとの受益と負担の乖離の実

態が明らかになる。そして，いま一つは交付税

制度を一種の負の所得税体系とみなして，一般

均衡分析の枠組みを用いた厚生分析である。

  本稿の以下の構成は次の通りである。

  第Ⅱ節では，地方交付税制度の概要，地方財

政の中での交付税の地位など，地方交付税の状

況について概観するとともに，現在の地方交付

税制度が抱える問題点についての整理を行う。

そして第Ⅲ節では，上述のような地方交付税制

度のための負担と受益の比率を求めることで地

域間再分配効果についての実証分析を行い，第

Ⅳ節において，地方交付税の厚生分析を行う。

最後の第Ⅴ節では，分析結果のまとめに加え

て，交付税制度のあり方について若干の検討を

行う。

1 )    たとえば，1996年３月に発表された地方分権委員会の中間報告でも，地方行政事務のありかたについての

  議論に多くが割かれている。
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Ⅱ．地方財政の中での地方交付税

Ⅱ－１．地方交付税の意義と概要

  地方交付税は，全国的な規模で一定水準の行

政サービスを確保するため地域間で発生する財

政力の格差の是正を目的として特定の国税の一

定割合を地方公共団体に配分するものであり，

1954（昭和29）年度の創設当初から1988年度ま

で所得税，法人税，酒税の３税が対象税目と

なっていた。

  これらの国税から交付税財源に充当される比

率（交付税率）は主として国税の減収にともな

う補填のために順次引き上げられ，1966年度以

降は各税の32％が交付税財源にあてられるよう

になった。その後，所得税および法人税の減

税，消費税の導入が実施された1989年度の税制

改革にともなって，現在は国税３税の32％のほ

か，消費税(譲与税分を除く)の24％，たばこ

税の25％が交付税財源に加えられている。国税

の収入額から算出された交付税は，94％が普通

交付税に，6％が特別交付税にあてられる。な

お普通交付税は，毎年度，基準財政需要額が基

準財政収入額を超える地方団体に交付されるの

に対して，特別交付税は地方団体の特別な事情

を考慮して交付される。

  交付税財源となる金額が国税収入から自動的

に算出されるのに対して，各地方団体の交付税

必要額は図１に示したように基準財政需要額と

基準財政収入額の差額から算出される。

  基準財政需要額は，それぞれの地方団体が合

理的かつ妥当な水準で行政サービスを供給する

ために必要な財政需要を各行政費目ごとに経常

経費と投資的経費に区分して算定した額の合計

額であり，個々の経費は，

単位費用×測定単位の数値×補正係数

の算式から求められる。これまでに行われた研

究で明らかにされているように，各地方団体の

交付税配分額を決定する大きな要因は基準財政

需要額の大きさであり，これによって交付税の

財政調整効果も左右される2)。

図１　地方交付税の算定
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  他方，基準財政収入額は各地方団体の財政力

を合理的に測定するものであり，原則として標

準税率で課税した場合の収入見込額（消費譲与

税を含む）の80％（都道府県）もしくは75％

（市町村）の額に地方譲与税（消費譲与税を除

く）の総額を加えたものである。

  この両者の差額が普通地方交付税として交付

され，これ以外に上にも述べたように特別な財

政事情に応じて特別交付税が配分される。

市町村のうち町村だけを取り出すと，歳入総額

の32％を地方交付税が占めている。

  ところで，交付税財源の総額が基準財政需要

額と基準財政収入額の差である財源不足額の全

地方団体の合計額に常に一致するという保証は

なく，交付税財源と実際に交付された金額との

間には図２に示されたような乖離が生じている。

その調整のために次のような措置が講じられる。

まず，最近は行われていないが，国税から決定

される普通交付税総額が地方団体の財源不足額

を上回る場合には，その上回る額が総額に加算

して配分される。逆に，普通交付税総額が財源

不足額の総計を下回る場合には，財源が不足す

る各地方公共団体の基準財政需要額の規模に応

じて普通交付税額が減額される。

  さらに，地方交付税法の規定によって，毎年

度分として交付すべき普通交付税の額が“引き

続き”地方団体の財源不足額の合算額と“著し

く”異なることとなった場合には，地方財政も

しくは地方行政に係る制度の改正，または地方

Ⅱ－２．地方交付税の推移

  表１は，都道府県と市町村を合わせた地方財

政全体の歳入決算の状況の推移を示したもので

ある。地方交付税は，背景となる経済環境の変

化にも関わらず，安定的に歳入全体の16～17％

台を占めている。歳入に占める地方交付税の割

合は，地方財政全体としてとらえれば20％以下

の水準であるが，個々の地方団体別にはかなり

の格差があり，たとえば1994年度の歳入決算で

表１　地方財政の歳入決算の構造（都道府県，市町村純計）

2)  林宜嗣（1987）および中井（1988）等参照。
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図２　交付税財源と交付額の推移

交付税率の変更を行うものとなっている。ただ

し，これまでにこの規定に基づいて交付税率の

引上げが行われたことはなく，先に述べたよう

に1966年度までに行われた交付税率の変更は国

税の減収補填が主な理由であった。

  その後1970年代後半の国・地方財政の悪化

は交付税制度にも大きな影響を及ぼした。つま

り，国税３税と地方税収の変動は連動したもの

となり，配分されるべき地方交付税の額が拡大

するのに対して国税は伸び悩むという現象が生

じたのである。これに対して，78年度から83年

度までは地方交付税及び譲与税配付金特別会計

（交付税特会）の借入と建設地方債の増額とい

う対応策が講じられた。そして，84年度以降は

地方交付税の安定確保のために一般会計からの

繰入措置を講じることによる財源不足への対応

のルール化が実施された。

  このルール化が実施された1984年度以降は，

“平成景気”へとつながる好景気の持続を反映

して所得税と法人税の伸びが大きくなったため

に，むしろ交付税財源が配分される交付税額を

上回るようになった。この場合，先に述べた基

本的なルールでは交付税必要額に応じて各地方

団体への配分額が割り増されることになってい

るが，この時期の余裕額は70年代後半からの交

付税特会の借入れ返済にあてられた。

  抜本的な税制改革による所得税・法人税減税

の代替財源として消費税とたばこ税が組み入れ

られた89年度以降も財源が交付税配分額を上回

る傾向は続いていたが，“バブル”崩壊後の経

済状況の悪化は再び交付税財源が不足する状況

が生じている。

  これまで地方交付税の財源となる国税は

ＧＮＰに対する弾力性が高く，大きな変動があっ

たものの，上記のような交付税特会の借入れ等

の方策が講じられてきたことによって，表１で

示されているように地方交付税は地方財政の中

で安定した財源として確保されていたのである。

Ⅱ－３．地方交付税制度が抱える問題点

  最初に述べたように，各地方団体の財政力の

強さは経済力に依存するものである以上，地域

の経済力のみに基づいて地方財政の運営を行え

ば，行政サービスに差が生じるのは当然の結果

である。地方団体によって現在提供されている
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行政サービスをナショナルミニマムと位置づけ

るならば，地方交付税制度は財源保障による格

差是正とナショナルミニマムの達成にとっては

きわめて有効に機能してきたことになる。しか

しながら，社会が成熟化する一方で，地方分権

の必要性が強く主張されるようになった今日，

地方交付税制度にはさまざまな問題が生じてい

る。

  その一つは，経済にとって不可避な問題であ

る好不況の波が生じる中で，安定的な規模を維

持することが困難になっているという点である。

交付税はもともとその財源の大部分を所得税，

法人税といった所得に対する弾力性が１よりも

高い税に求めているため，経済が右肩上がりに

拡大している状況下では規模の拡大が容易で

あった。特に高度成長が実現された1970年代前

半までは，ほとんど毎年のように所得税の物価

調整減税が行われていたにもかかわらず十分な

財源が確保されていたのである。

  ところが，この状況は1973年の第１次オイル

・ショック以降大きく変化し，財源が不足する

状態が続いた。その後，平成景気によって交付

税財源は拡大するが，バブル崩壊後に再び財源

不足の状況に陥っているのは先に見たとおりで

ある。

  一般に，地方財政にとって最も重要な機能

は，住民に身近な公共サービスを供給すること

である。そうであるとすれば，地方税も含めて

その財源には安定性が要求される。不足する場

合が問題となるのは言うまでもないが，最近の

好況期には税収増に合わせて歳出が増加すると

いう現象も見られた。したがって，安定的な財

政運営の確立のためには，歳入面での安定性の

確保が条件となろう。その意味では，1989年度

の税制改革に伴い，交付税財源としてＧＮＰに対

する弾力性が１に近い消費税やたばこ税といっ

た間接税が加えられたことは望ましいことで

あったと言えよう。

  地方分権の原則は，地域の行政コストを地域

の負担で賄うことである。国が全国一律での

サービスの提供の責任を負うものについては，

その財源に国庫支出金があてられる。これを除

いた部分については本来地域で負担する必要が

あるが，経済力の弱い地方団体にとっての負担

を軽減しているのが地方交付税制度である。標

準的な行政サービスの水準を地方税で賄うこと

ができる地方団体にそろえて決定するならば，

それ以外の団体には財源保障を行う必要がある。

また，税収が比較的豊かな団体が賄うことので

きる行政水準を標準的なものとして財政運営を

行うならば，地方交付税の果たしている役割

は，ナショナルミニマムを超えた行政の達成と

いうことになってしまう。

  この水準のサービスを，地域で負担すること

なく達成できている現状は，地域ごとの受益と

負担の乖離を引き起こし，受益が負担を上回っ

ている地方団体にとってはある種の“甘え ”を

生み出す可能性も否定できない。

  本稿第Ⅲ節で地方交付税制度を通じた受益と

負担を計測するのは，このような実態を明らか

にするためである。そして続く第Ⅳ節では，こ

のようなプラス面の効果とマイナス面の効果を

持つ地方交付税の再分配効果を厚生分析によっ

て総合的に評価する。

Ⅲ．地方交付税制度を通じた受益と負担

Ⅲ－１．分析の目的とフレームワーク

  すでに述べたように地方交付税制度は，国税

として徴収された税の一部を地方団体に配分す

る仕組みである。各地方団体はそれぞれの経済

力に応じて，その財源となる所得税や法人税を

負担しているが，交付税は各地域の財源保障を
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目的としているため，当然のことながら交付さ

れる額は，各地域の負担の大きさとは無関係に

決定されている。

  地方交付税が地方団体間の格差をどの程度解

消しているかあるいは地方団体間の不平等を改

善する効果についてはこれまでにいくつかの分

析が行われている。地方交付税の各地方団体の

財源への効果は一般に図３のような状況にある

ことが示されている。つまり，各地域の固有の

一般財源である地方税に地方交付税を加えた場

合，１人当りで見た一般財源の大きさは移転前

（交付税配分前）の順位とは逆転現象が生じる

ほどの再分配が行われている3)。

  しかしながらこのような分析は，一般財源の

分布状況が交付税制度によってどのように変化

するかを見たものであって，地方分権の一つの

要件である地域での受益と負担の乖離の観点か

ら分析をしたものは多くない。本節では，各地

域が国税として負担している交付税の財源と，

交付税として配分される金額とを比較すること

で交付税制度を通じた都道府県ごとの受益と負

担について分析してみたい。

  そして，受益と負担の割合と各都道府県の経

済力の指標である１人当り県民所得との相関を

見ることで全体的な傾向を明らかにし，その

1970年代以降の動向を示す。

  このような観点から地方交付税制度を分析す

るにあたり大きなポイントは，交付税の財源と

なっている国税が各地域においてどれだけ負担

しているかを算定することである。これについ

ては本研究では以下のような算定方法をとって

各都道府県に配分した。

  まず，所得税は利子に対する源泉徴収分を除

いて，各都道府県ごとの市町村の所得割住民税

の徴収額に応じて配分した。市町村分を利用し

たのは，市町村民税は累進課税（現在は３段

階）が行われているため少しでも所得税の累進

的な負担を反映させることができると考えたた

めである。なお，住民税は前年所得課税となっ

ているため，基準として利用したのは計測年度

の翌年度分の決算額である。

  利子割の所得税については，その地域的な帰

属を考慮するため「県民経済計算」に記載され

ている家計の利子受取額に基づいて地域ごとに

配分した。

  次に，法人税の負担配分に関しては，一定の

図３　地方交付税による再分配効果

3)  中井（1988）参照。
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仮定をおかざるをえない。法人税の帰着には

様々な考え方があり必ずしも統一した結論が得

られているわけではないが，少なくとも現実に

徴収されている地域配分を利用するには問題が

多い。つまり，それぞれの法人はその納税を

行っている地域の株主だけに保有されているわ

けではなく，また，法人の立地する地域の住民

だけがその法人が生産した財・サービスを利用

しているわけでもない。これらの活動は全国的

に広がっている。そこで本研究では，法人税の

２分の１は株主に帰着し，残りの２分の１は消

費者に転嫁されると想定し，前者については

「県民経済計算」の家計配当受取に応じて，後

者については民間最終消費支出を基準として各

都道府県に配分した。

  各地域間での酒税の配分にあたっては，「商

業統計表」の酒類・調味料の小売販売額を利用

した。

  1989年度の税制改革以降は，消費税とたばこ

消費税が交付税財源に加えられている。そこ

で，消費税については都道府県ごとの民間最終

消費支出，たばこ消費税は各地域のたばこの販

売額を反映する市町村たばこ消費税を基準とし

て配分を行った。

  地方交付税に関する地域の負担は，以上のよ

うにして求めたそれぞれの国税の負担額に交付

税率を乗じたものとなる。他方，交付税の配分

額は都道府県および市町村に対して実際に交付

された金額の合計を利用する。

Ⅲ－２．分析結果

  各都道府県ごとに，交付税財源として負担し

ている金額と交付額の比率を求めた結果が表２

である。表の値が１を上回っていれば，実際に

配分された交付税が交付税財源として負担した

税を上回っていることを意味し，交付税制度を

通じた受益が負担を上回っていることになる。

  表中の全体の欄が必ずしも１になっていない

のは，前述のような交付税制度そのものの仕組

みに起因する。すなわち交付税の財源は国税の

一定割合として算定されるのに対し，交付額は

各地方団体の基準財政需要額と基準財政収入額

の差額の合計であり，この両者には乖離が発生

する。この乖離が小さい場合には，各地方団体

の交付額に応じて増額もしくは減額が行われる

が，1970年代後半の税収不足の時期には交付税

特会の借入れが行われているために，実際の交

付額が財源となっている国税を大きく上回って

いる（1977年度 1.350，82年度 1.208）。他方，

1980年代後半からのいわゆるバブル期において

は交付税特会による借入れの返済も行われてい

るため両者の比率は逆転する。

  府県別には，首都圏や近畿圏，そして愛知，

静岡といった大都市圏でこの比率が極端に低く

なっていることがわかる。わが国において財政

制度や地方分権について議論されるとき，都市

の生活者や行政担当者はそのエリアで負担して

いる税が地方圏で利用されていることに対して

不満を表す。そしてその大きな要因の一つが地

方交付税制度であると指摘される。ここで得ら

れた結果は，直観的なイメージでしがなかった

受益と負担の乖離の一因である地方交付税制度

の影響を明示的に示している。

  分散はこの比率のばらつきの大きさを示すも

ので，高度成長が終焉を迎えた時期である1972

年度には2.505であった。その後，傾向的には

ばらつきは小さくなっていくが，バブル経済崩

壊後の1992年度には再び2.262に上昇してきて

いる。

  次に，このような交付税制度を通じた受益と

負担の比率，つまり受益率の総合的な傾向を各

地域の規模との関係でとらえるために，人口１

人当りの県民所得との相関を求めてみることに

する。

  交付税財源の負担額に対する交付税配分額と

の比率をa，1人当り県民所得をＹとすると，

両者の相関の推計結果は下記の通りである。

1972年度

ａ＝8.426－9.669Ｙ

  （14.02） （－10.24）
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表２　地方交付税制度を通じた受益と負担の比率
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以上の推計結果の中で重要な意味を持つ数値

はＹの前の係数である。図４は受益と負担の比

率を１人当りの県民所得との関連で描いたもの

である。地方交付税制度を通じて経済力の強い

地域から弱い地域への再分配が行われているこ

とは，この係数がマイナス（図４のグラフが右

下がり）になっていることから明らかである

が，問題はその傾きの大きさ（係数の絶対値）

であり，この値が大きいほど再分配の程度が大

きく，受益と負担の乖離も大きいことを意味し

ている。

  計測結果からは，1970年代には経済力の高い

地域から弱い地域への財源移転の効果が極めて

大きかったことが示される。80年代に入ってか

らは，82年度 4.376，87年度 2.820と次第に低下

してきている。表１で見たように地方財政の歳

入のなかで地方交付税が占めるウエイトには大

きな変化はないにもかかわらずこの比率が低下

しているのは，70年代から80年代にかけて，し

だいに各地域での経済力格差が縮小していった

結果，交付税財源としての国税を各地域で負担

するようになってきた傾向を反映しているもの

と考えられる。全国的な経済力格差の縮小は，

交付税制度を通じた受益と負担を一致させる方

向で作用した。

  1980年代後半には，いわゆる“平成景気”の

図４　国税負担と地方交付税
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なかで東京一極集中が進むが，全国的な経済活

動の活発化が地方税収の増加をもたらしたこと

によって相対的に見た地方交付税の交付額が減

少し，これも交付税による再分配を縮小する効

果をもたらした一因であった。しかしながら，

90年代以降しだいに経済環境が悪化する中で，

経済力の強い地域から弱い地域への再分配は再

び拡大し，交付税制度を通じた受益と負担の乖

離は大きくなってきている。

  ５年ごとに推計を行っているなかで特に1990

年度の推計結果を示したのは，89年度に所得税

・法人税の減税と消費税の導入という大規模な

税制改革が実施されたことにともない，交付税

制度にも変更が加えられたことを考慮するため

である。先の推計結果でも，87年度から90年度

にかけて，交付税制度を通じた経済力の強い地

域から弱い地域への資金移転の傾向は弱くなっ

ていることが示されているが，この90年度につ

いて，制度改革が行われず，つまり消費税とた

ばこ消費税で賄われていた部分が所得税と法人

税で賄われていたと想定した場合について同様

の推計を行うと，次のような結果であった。

  この場合，Ｙの前の係数は2.413で実際の係

数2.242よりも高くなっている。この結果から

読みとれることは，消費課税の交付税財源への

導入によって，地域の歳出をそのエリアの負担

で賄うという意味での受益と負担の乖離は縮小

されたという点である。

Ⅳ．地方交付税の厚生分析

Ⅳ－１．分析の目的とフレームワーク

  前節では，地方交付税制度を通じた地域間の

財源再分配効果についてのファクトファイン

ディングを行った。そしてその結果から，地方

交付税による再分配効果を金額ベースで数量的

に把握することができた。

  本節では，一般均衡分析の枠組みを応用し

て，地方交付税の再分配効果を測定する一つの

尺度として各都道府県の効用水準を用いた厚生

分析を行う。これによって地域間の所得再分配

としての地方交付税制度を総合的に評価するこ

とができる。

  地方交付税の財源は，所得税や法人税として

各地域から徴収される。言うまでもなく，これ

らの税は交付税財源としてだけではなく，広く

国の行政経費にあてられるものであるが，前節

で行ったように各地域ごとの交付税の財源とし

ての税負担と交付税配分額を独立して求める

と，地方交付税制度は一種の負の所得税とみな

すことができる。

  最も簡単な負の所得税は，課税後所得（Ｙａ）

と課税前所得（Ｙｂ）の関係が，

となるように，税率(t)と所得の最低保証額

（Ｇ）を設定するものである。地方交付税の財

源となる税負担とそれによって配分される交付

税を他の公共財の供給と切り離して考えるなら

ば，地方交付税は図５で示される状況を作り出

していることになる。つまり交付税財源とし

て，県民所得から一定割合を徴収し，それを定

額で配分するのである。この図では，交付税配

分前後の所得の関係が傾き（１－ｔ）の直線で表

される。そして，この直線と点線（45度線）の

交点eで負担する税額と配分される額（Ｇ）が
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図５　地方交付税配分前後の所得

等しくなり，ｅ点の左側ではネットで受取り，

右側ではネットで負担ということになる。都道

府県のマクロベースで考えれば，e点の左側に

位置する府県のネット受取額の合計は，右側に

位置する府県のネット負担額の合計と等しくな

る。

  次にこの状況を１人当りに換算し直しすと，

県民所得に対する税率(ｔ)はマクロの場合と同

じで，1人当りの最低保証額ｇは，県民所得の

総額に税率ｔを乗じて求められる税収を人口

（Ｎ）で割った金額となる。

  続いて，ここでの分析の枠組みとなるモデル

について述べることにする。

  各地域の代表的な個人の効用関数は再分配後

の所得(χ)と余暇 （ Ｌ ０－Ｌ i )で決定されるも

のとし，これをＣＥＳ型の効用関数で次式のよう

に特定化する。なお，Ｌ０は余暇と労働に配分可

能な時間数，Ｌｉ は労働時間数である。

を満たすものと定義される。

  他方，各代表的個人の予算制約式は，

となる。ここでＷｉは賃金率を表している。ま

たｇは，全国民１人当りに還元される額であ

り，上述のように交付税制度のための政府の予

算制約式

から求められる。

  各都道府県の代表的個人は，税率ｔと最低保

証額ｇのもとで効用最大化行動をとるものと

すると，(1)式，(3)式より，次の(5)式が得られる。

この式で， i は1から47までの値，αと（1-
α)はそれぞれ再分配後の所得と余暇に賦与さ

れるウエイトである。また代替の弾力性をε i

で示すと，ρiは
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(5)式をχiとＬiでそれぞれ偏微分して展開する

と，
となる。この(6)式に現実の値である労働時間，

税率，賃金率と効用関数における所得と余暇の

ウエイトを決めるαをあてはめると，47個の

ρiが求められる。

  次に，(3)式の所得制約式を(6)式に代入して展

開すると，効用最大化をもたらす労働時間Ｌ i

は次式のように求められる。

  以上の体系から，税率ｔおよび1人当り最低

保証額ｇ，それに所得と余暇のウエイトαを決

定すれば，そのもとでの労働時間と効用水準を

求めることができる。以下では，必要な推計作

業を加えながら，実際の交付税制度が適用され

た場合と，交付税制度が存在しない場合（税率

ｔ＝０）の二つのケースを比較することによっ

て，交付税制度が社会の厚生水準に及ぼしてき

た効果の測定を行うことにする。

Ⅳ－２．分析結果

  まず実際の交付税制度のもとでの，交付税適

用前後の県民所得の関係を図示した図５の（１

－ｔ）の傾きの推計から始めることにする。

  1972年度から５年置きに，交付税制度の適用

前の所得と適用後の所得から県民所得に対する

税率ｔを推計すると表３のような結果になっ

た。なお，前節で見たように交付税の財源とし

ての税負担と実際の交付税配分額の間には乖離

が生じているが，ここでは負の所得税の体系に

そろえるために，交付税総額と税負担額総額の

比率を用いて各地域の税負担額を調整した。推

計結果は，各年度とも決定係数が0.999を超え

る値になっており，きわめて正確な推計である

ことが示されている。

  このようにして求めた税率は，時期を経るご

とに高くなっている。前節の実証分析では1987

年度まで次第に経済力の強い地域から低い地域

への財源移転効果が弱くなっていたという結果

が示されていた。これと表３の推計結果とは一

見矛盾するように見えるが，図４のようなかた

ちで示した場合には，1982年度や87年度は特に

e点の左側に位置する府県がe点に近い水準に

多く分布するようになっており，ここでの税率

ｔが高くなっているからといって再分配の程度

が上昇していたことを意味するわけではない。

  効用関数における所得のウエイトを意味する

αとしては0.995を利用する。したがって，効

用に関しては余暇よりも所得に大きなウエイト

を与えていることになる。観測される各地域の

労働時間は『労働統計年報』の都道府県別月間

労働時間数を12倍したものを利用し，余暇と労

働を選択する利用可能な時間には１日12時間が

週５日あるとして3120時間を利用した。また，

表３　税率の推計結果



地方交付税の地域間再分配効果

- 14 -

賃金率Ｗ i は実際の１人当り県民所得を現実の

労働時間数で割ることによって求められる。

  以上の前提と先に推定した税率を利用して，

現実の地方交付税制度のもとでの効用水準を算

出する。他方，交付税制度がない場合，つまり

税率ｔ＝０の場合の効用水準を求め，両者をそ

れぞれ集計したものを比較することによって地

方交付税制度の厚生効果が明らかになる。

  なお，個人の効用を合計した社会的な厚生水

準Ｓは，

を利用する。

  (8)式で，Ｎ iは各都道府県の人口を表してい

る。この式では，γが０のとき，所得や効用水

準に格差が生じている場合でも社会的な厚生を

評価するさいには同一に重要度が賦与される功

利主義的な社会的厚生関数を意味し，γの値が

大きくなるほど社会的厚生の評価において効用

水準が低い個人のウエイトが高くなることを意

味している4)。

  地方交付税制度が適用される場合とされない

場合について各県別に厚生水準を求め，その比

率を算出したのが表４である。そして合計の欄

で示される全体の厚生水準の算出にあたって

は，(8)式でγが０の時，すなわち効用水準によ

るウエイトを考慮しないで求めた社会的厚生を

利用した5)。

  地方交付税制度の適用による効用水準への効

果を分解して示すと以下のようになる。

  まず税率ｔで課税が行われることで，①労働

時間Ｌ i は減少（余暇の増加によって効用水準

は上昇）し，②課税前の所得水準冊Ｗ iＬiは低下

（所得水準の低下によって効用水準は低下）す

る。そして，最低保証額ｇが加えられることに

よって，③課税後所得χ iは増加（所得水準の上

昇によって効用水準は上昇）し，④労働時間

Ｌ i は減少（余暇の増加によって効果水準は上

昇）する。各都道府県の結果はこれらを総合し

たものである。表４で，値が１を上回っていれ

ば，交付税制度を通じた再分配によってその地

域の効用水準が高まっていることを意味してい

る。また，②で示された課税による所得の減少

による効用水準の低下が①，③，④による効用

水準の上昇を上回っている場合には，値が１以

下，つまり交付税制度の存在によって効用水準

が低下したことになる。

  年度別では，1972年度と77年度は東京，神奈

川，愛知，大阪などの７都府県で１以下になっ

ていたものが，82年度は新たに埼玉，富山，滋

賀の３県が加わり10都府県が，87年度には再び

減少し8都府県，90年度と92年度は6都府県で

１以下になっている。逆に言えば，これらの府

県を除いた地域にとっては，地方交付税制度は

効用水準の上昇に結びついているのである。

  全国を合計した社会的厚生の比較では，1982

年度を除いて交付税制度によって効用水準がわ

ずかに改善されていることがわかる。1982年度

には交付税の存在によってむしろ効用水準は低

下するという結果になった。これは，各府県別

でみたように，交付税制度によって効用水準が

低下する府県の数が最も多い年であることによ

る。1980年代前半は傾向として地域間の所得格

差が縮小していた時期であったが，1982年度の

時点では前節で見た交付税の金銭タームでの再

分配効果も70年代と比較すれば弱くなっている

もののかなり強い再分配を行っており，格差が

縮小するなかで再分配を行うことのマイナス面

が示されていると考えることができる。

  社会的厚生を求めるさい，ここでは(8)式のγ

4)     γを無限大にした場合が，マキシミン原則である。
5)     税率ｔを変化させて社会的厚生を最大化する税率を求めることもできる。しかしながら，このようにして求
  めた最適税率はかなり高い水準に設定され，現実的なインプリケーションはほとんど得られない。
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表４　地方交付税制度による厚生水準の変化
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を０とする，すなわち各個人の効用水準を単純

合計した結果を利用している。これに対して，

γの値を高めていくと再分配のプラスの効果が

強く評価されることになる。具体的には，γの

値を高めていくと，社会的厚生の評価にさいし

て，もともと１人当りの所得水準が低く交付税

制度を通じて所得の再分配を受け効用水準が高

められている地域のウエイトが高くなるため，

合計の欄で示される比率は表４で示されている

値よりも高くなる。表４で１を下回っている

1982年度もγを高めていけば，１を上回る，つ

まり社会的厚生が改善されるという結果が得ら

れる。

  ここで行った分析では，γを０とした功利主

義的な社会的厚生関数を用いた場合，交付税制

度による厚生水準の改善の割合は0.1％未満に

とどまっているという結果になった。この比率

が何パーセントであることが望ましいのかと

いった考察は容易ではないが，今後地方交付税

を地域間の所得移転として評価するさいには，

社会的な厚生に対する効果の検討も必要になっ

てくるだろう6)。

Ⅴ．むすびに代えて

  本稿の冒頭で，わが国では地方交付税が全国

的に均一的な地方行政の水準を達成，維持する

のに有効に機能してきたと述べた。そして，本

稿ではこのような地方交付税の地域間再分配効

果についての実証分析と交付税制度が効用水準

に及ぼしてきた効果についての厚生分析を行っ

た。

  前者の分析では，交付税制度を通じた受益と

負担の関係が，地域の経済力との関連で明らか

になった。

  その結果をまとめると以下の点を指摘するこ

とができる。

  1970年代には経済力の高い地域から弱い地域

への財源移転の効果がきわめて大きかったのに

対して，80年代に入ってからはしだいに低下し

てきている。その要因としては，70年代以降し

だいに地域間の経済力格差が縮小し，交付税財

源としての国税を各地域で負担するようになっ

てきたこと，そして1980年代後半には，いわゆ

る“平成景気” 'のなかで全国的な経済活動の活

発化によって地方税収が増加したことによって

相対的に見た地方交付税の交付額が減少してき

たことをあげることができる。都市部の住民や

行政主体は，自らの地域の負担のうち多くがそ

の地域で利用されないことに対して不満をもつ

が，今回の分析によってその実態が数量的に明

らかになり，またその状況は経済環境等によっ

て変化するものであることが示された。

  また，1989年度に実施された消費税の導入を

含む税制改革にともない，消費税とたばこ消費

税といった消費課税が交付税財源に組み入れら

れたことによって，地域の歳出をそのエリアの

負担で賄うという意味での受益と負担の乖離は

縮小されたという結果が得られた。

  後者の厚生分析では，地方交付税を負の所得

税体系と置き換えて，交付税制度による地域別

および全国を合計した効用水準の変化を計測し

た。その結果，首都圏をはじめとする大都市圏

の地域で交付税制度の存在が効用水準の低下に

結びついているが，大半の地域では効用水準の

上昇に結びついていることが明らかになった。

また，全体としての社会的厚生の改善率は

6)   ここでの分析では，地方交付税を地域間の所得の再分配としてとらえて，効用関数でも所得と余暇のみを
  考慮したが，これとは独立して公共サービスを効用関数に取り入れた分析の展開も必要であろう。これにつ
  いては，今後の課題としたい。
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0.1％未満にとどまっているという結果になっ

た。

  地方分権は，地域のことを地域の責任(負

担)で運営しようとするものである。その意味

では，地方交付税は各地域の受益と負担の乖離

を拡大するものとなっている。地方財政が果た

すべき最大の機能は地域公共財の供給である。

したがって，その基本的な財源は地域に求める

べきであろう。国の公共財供給のための財源が

経済力に応じて一部の地域に多く求められるこ

とは不可避であろうが，他地域の経費として負

担を求められることに対しては抵抗が強いのも

事実である。

  地方交付税の改革は，それだけを取り出して

行い得るものではない。そのためには，国(全

国民)が負担すべき経費と各地域で負担すべき

経費を吟味し，そのうえで地方税体系のあり方

についても検討する必要があろう。また，いわ

ゆるナショナルミニマムと定義されている行政

水準についても見直しの必要があるのではなか

ろうか。現在(1993，94年度)は，都道府県レ

ベルでは東京都のみが地方交付税の不交付団体

である。言い換えれば，都道府県の行政のナ

ショナルミニマムをその地域の地方税で賄うこ

とができているのは東京都のみであるというこ

とになる。これは，根本的に地方の財源が不足

しているか，あるいはナショナルミニマムの水

準が高すぎるかのいずれかもしくはその両方に

起因していると考えられる。

  地域間の経済力に格差がある以上，厳密な意

味でのナショナルミニヤムの達成のためには何

らかの地域間再分配は必要とされるだろう。し

かしながら，高齢化社会の到来を間近に控え，

新たな財政需要の発生も予想される今日，地方

公共財に関する受益と負担をできる限り近づけ

ることは，行政の肥大化に対する住民側からの

抑止力の育成にも結びつく。また，所得再分配

政策は，個人レベルで必要なターゲットを絞っ

て行えばよく，本研究で行ったような厚生分析

もふまえつつ，地方交付税は最低限の財源保障

にとどめる方が望ましい。
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